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1．はじめに
　ビジネスに関する教育は果たして大学で行なわれているであろうか。アメリ
カ合衆国では大学中心にビジネス教育が行なわれているが，1－1本では大学より
もむしろ企業・産業界が中心となってビジネス教育を行なっているのが実情
であろう。では大学の経営学部，商学部及び経済学部等では一体何を教えて
いるのであろう。もちろんビジネスである。本稿では私的な経験を踏まえな
がら，大学におけるビジネス教育は今後いかにあるべきかを考察する資料を
提供するものである1）。日本におけるビジネス教育が誤りで，アメリカにお
けるビジネス教育が全て正しいと述べようとするものではない。日本とアメ
リカではその歴史，風土，文化等が違うのであるから，完全に一致するわけ
はない。現在までの日米の大学教育を比較検討しながら，将来のわが国の大
学におけるビジネス教育をいかに発展させていくべきかを追求する第一歩と
したい。
　アメリカの大学は実際の社会・経済を研究のテーマとして，極めて実践的
な教育を実施している。それ故に，実践的な人材を外に排出し，同時に外部
の実践的教師をも積極的に受け入れている。大学は社会と共に前進していか
ねばならないという認識から，現実社会と遊離せずに緊密に結びついていく
必要がある。大学が本当に世の中の歩みを導けるような体制を整えなければ
ならない。現在の日本の大学はどうであろうか。日本の大学は社会から隔離さ
れた「象牙の塔」として独自の道を歩んでいるかのごとくである。しかも，
かなりの大学が伝統的な画一的なビジネス教育を行なっており，特色のある
教育を行なっている大学は非常に少ない。各種の特色や特徴を生かした個性
的な教育を行なう必要があるということをまず認識すべきである。例えば，
以下のような教育を検討したらどうか。
　（1）国際的なビジネス教育
　（2）学際的なビジネス教育
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　（3）実学を重視する実践的なビジネス教育
　（4）自主性や独創性を重視するビジネス教育
　（5）地域社会の特徴を重視するビジネス教育2）
　（6）中小企業のビジネス教育
　教育に関する問題は多くの内外的要因によって左右され，容易に解決する
ことはできないが，この問題から逃避することは許されない。望ましい理想
の状態と現実の状態との間に顕しいギャップが存在しているのは事実である。
この種のギャップを望ましい姿に埋めていくには，全教育関係者が常日頃か
ら努力していかねばならない。、
1）　自鴎女子短期大学経営科の新設を記念するにあたって，現在までに与えられた大学教
　育の経験を顧み，今後のビジネス教育改善への一っの捨て石を提供しようとするもので
　ある。中央大学商学部及び同大学院商学研究科で日本におけるビジネス教育を受け，ア
　メリカのハイワセ大学（Hiwasse　College，Madisonvill，Tenn．），ドリュリー大学
　（Drury　CoHege，Springfield，Mo．）ビジネス・スクール（学部と大学院修士課程），
　そしてセントルイス大学（Saint　Louis　Universlty，St．Louis，Mo．）ビジネス・スク
　ール（大学院博士課程）で教育を受ける機会が与えられた。アメリカ留学（1977～1979）
　年〉にあたりご指導・ご援助して下さった皆様方及び自鴎女子短期大学経営科と中央大
　学商学部の諸先生方に，本稿をかりて心より感謝の意を表わさせていただきたい。
2）　アメリカの大学は地域社会やコミュニティーとの関係が非常に緊密で，地理的な特色
　を生かしたビジネス教育が行なわれている。1960年代には職業教育に重点を置いたコミュ
　ニテイー・カレッジが急激に増加した。それぞれの地域の二一ズに応じた実践的職業教
　育を実施し，地域の発展に大きく貢献することを主目的としている。
2．大学におけるビジネス教育の意義
　大学で何を学ぶのであろうか。大学教育の目的は何か。学校教育法第52条
において，大学は「学術の中心として，広く知識を授けるとともに，深く専
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門の学芸を教授研究し，知的，道徳的及び応用的能力を展開させることを目
的とする」と述べられている。大学では，広く基礎的な知識を修得し，専門
的教科に関しては深く詳細に研究し，最終的には社会に貢献できる人間を育
成することを目的としている。大学は学校教育における最高学府であり，人
造りの最終段階である。最近生涯教育の重要性が強調され，学校以外でも一一
生涯に亘って教育が行なわれるのは当然であるが，大学において将来進むべき
方向が決定され，人格形成の土台が築かれる。学校教育の仕上げをいかに充
実させていくかが大変重要である。単に学歴を得るためにだけ大学を卒業す
る時代はきっと終りを告げよう。大学ではほとんど実際に役立つ知識を得る
ことができず，何も無理して卒業する必要はない。大学に行かなくても，立
派な社会人となりうる。これでは大学の意義は薄れ，大学において実りのあ
る学間はできないのか。r大学に行かないより，行った方が良い」と確かに
言えるであろうか。
　色々と大学教育の矛盾が指摘されている。確かに従来のような上からの一
方的な教育が主流を占めているのではいかんともしかたがないが，1960年代
以降徐々にではあるが新しい風が吹きつつあることも事実である。学生だけ
が一方的に理想を追求し過ぎても，大きな力は微動だにしないどころか，む
しろ益々大きくなる可能性がある。真の前進のためには，学生だけではなく
教師をも盛り上がらせ，そして一般大衆をも納得させることができなければ
ならない。大学教育に関係する全員が真剣に考え直さなければならない。
　多くの難問を抱える大学教育ではあるが，このまま放置することはできな
い。ビジネス教育は大学に任せるよりも，むしろ全てを企業に委ねた方が良
いのではないかという提案もなされよう。企業教育において幅広い基礎的知
識を修得できようか。自分の企業のやり方が問題なく正しいという考えだけ
に偏らないか。専門的知識を一から十まで教える時間や費用をかけられるか。
日本の企業は終身雇用制を前提として，全ての人材を長い年月をかけて養成
してきた。しかし現在のように厳しくなりつつある経営環境においても，こ
の前提が今後継続していくであろうか。企業は有能となりうる人材が必要で
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あり，有能な人材へと育成していくが，全てのビジネス教育を任せるにはあ
まりにも問題が残る。大学でのビジネス教育を前提とせざるをえない。
　アメリカでは実践的な人材を求めており，有能な人材を大学において養成
すべきであるという考えに基づいて，ビジネス教育の中心が大学にある。日
本の企業もこのような人材が今後益々必要であり，社会が大学に求める要求
も次第に実践的な個性豊かな創造力のある人材の育成に向かうであろう。こ
のような社会的要請に応えざるをえない。しかし，アメリカ的な実践的教育
一辺倒に全面的に移行することにも多くの問題がある。人間としての考え
方があまりにも個人的となり，むしろ利己中心的となり，普遍的な究極的な
本質や理念を忘れがちとなり，自主的な情操豊かな平和的な人材を育成でき
るか疑問である。どの程度，どのような方法で日本の大学教育に導入すべき
かが重要な課題である。
　今までのように抽象的な一般的な原理・原則を一方的な講義において説明
するだけでなく，アメリカの実践的なビジネス教育法を日本的な方法で部分
的に取り入れながら，学生に自主的な関心や興味を持たせ，積極的に学生と
教師とが一体となって相互に影響し合いながら真の人造りを目差したらどう
であろうか。それぞれの学生にはそれぞれの特徴や個性があるし，教師にも
それが言える。今までのような伝統的な教師だけが本当の意味での教育者と
は限らない。教師もそれぞれの特徴や個性をもっと生かすべきであろう。各
科目にもそれぞれの特質や適切な教授法が考えられる。全てを統一的に画一
的に決めてしまうことには無理がある。むしろそれぞれの科目に適した，そ
れぞれの教師に適した，そしてそれぞれの学生に有意義な教育が実現されて
もおかしくはない。最終的な目標は知・情・意の調和のとれた人間の育成を
成し遂げることにある。現在の教育に何が必要であり，どのように導入して
いくべきかを全教育関係者が自から進んで考慮し始めることから出発したい。
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3．大学教育制度
　（1）暦年制対セメスター制
　日本の大学では，前期と後期に分けて履修する方法も最近一部で採用され
ているが，原則として4月から開始される暦年制である。アメリカの大学で
は，主にセメスター（Semester）制を採用している。9月から12月までが秋
期セメスターで，1月から5月までが春期セメスターである。大部分の大学
において，6月から7月にかけて短期集中型の夏期セッション（Summer
Session）が，履修の遅れている学生，早く卒業したい学生，夏期しか履修
できない学生，そして特に外国人留学生のために開催される。日本で，なぜ
夏期セッションが開催されないのだろうか。日本の大学の夏休みもアメリカ
並に2ヵ月近くに延びてきているのに，大学側からも学生側からも夏休みの
効果的な利用法に関して何ら提案がなされないのが不思議でならない。これ
程に教育熱心な日本人でも，大学入試終了と同時に教育熱が冷めてしまうの
であろう。
　科目によっては集中的に履修する方が能率的な場合もあるし，1年間に亘
って長期間に履修した方が能率的な場合もある。原則的には全ての科目を前
期と後期に分け，通年を必要とする科目は前期と後期継続させて履修する方
がより望ましい。日本の大学では，4月から7月，9月から2月までの10ヵ
月が通年であるために，セメスター制を採用すると，どうしても前期終了が
夏休み後になるという問題がある。休み明けに前期試験を行なうので，夏休
みを有意義に遊び過ごせなく，といって勉強に集中することもできないとい
う中途半端な結果に終る可能性がある。日本では，4月が学年初めであり，
これを変更することはほとんど現状では不可能である。そこで，できるだけ
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4月初めから授業をすぐ開始し，7月中に前期が終了するように努めること
も一つの方法である。後期は9月下旬から2月までとするか，又は12月まで
とし1月と2月は冬期の集中講座とする方法も考えられる1）。
　アメリカの大学では，4単位又は3単位の科目が週1回の授業よりも，時
間を短縮して2回又は3回授業する方が多い。科目によっては集中的に長時
間授業の方が効果的な場合，短時間授業で回数が多い方が効果的な場合があ
るから，日本の大学ももう少し弾力的に効果的に考慮しなければならない2）。
　（2〉マンモス教育対少数教育
　日本の大学においては，主に経済的理由からマンモス教育が行なわれている。
百人以上の学生が大教室で授業を受ける。もちろん入退出も自由であり，教
師が一方的に講義し，学生は学年末試験のためにノートをとる。授業への出
席は当然の義務であるが，人数的に出欠の調べが徹底的に実施されえないた
めに，ほとんどの学生が，r欠席しても何ら問題がない1と思っている。大学側
もこのような欠席者数を考慮して，教室の大きさを決定しているかのようで
ある。だから予想に反して，全履修学生が出席すると椅子や机が足りなくな
るということが起こる。誰もが欠席するのは当然と思っているようである。
　アメリカでは，数万の学生を有するマンモス大学においても，できる限り
マンモス教育を避けるべく努力がなされている3）。経済性の問題を無視する
と，人数が少なければ少ない程教育効果は高いであろう。科目の特質・内容
からして，少数教育でなくても効果的に行なえる場合も考えられる。それ故
に一概に言えないが，一般的にはマンモス教育よりも少数教育の方が望まし
い。特に記帳練習が中心となる簿記論では，詳細な記帳指導が不可欠である
から，大教室でのマンモス教育は不適当である。ケース・スタディを行なう
場合も，あまり人数が多過ぎると有効な成果を上げえない。但し少数と言っ
ても，厳密な人数を決定するにあたっては，教育効果のみならずもちろん経
済性をも考慮しなければならない。
　日本の大学においては，ほとんどの学生に決った一定の知識を与えること
一143一
に重点を置いている。アメリカでは，個々人の個性を生かしながら，その人
の個性をより一層創造するような工夫がなされている。例えば，アドバイザ
ー（Advisor）制度がある。全学生に必ずアドバイザーが割り当てられる。ア
ドバイザーは，専攻の決定，履修科目の決定，将来の進路の決定等に重要な
役割を果たす。日本では形式的な学級担任制度がいいところである。アドバ
イザー制度を日本でも導入して，教師と学生との関係をより密接にし，各個
人の問題を解決し，各人の特徴を生かすような指導を試みるべきである。
　（3）単一大学制対複数大学制
　日本の大学においては，主に入学金制度のために，ある大学に入学すると
ほとんどの場合当該大学だけの科目を履修し，そして同大学を卒業していく。
それ故に，入学試験だけがその学生の全てを決めてしまう。アメリカでは，
原則的に入学金制度がなく自由な大学であるから，自由に中退したり，他大
学の科目を履修したり，他大学に編入したり，そして元の大学に再入学した
りすることが自由にできる。アメリカは単位の移転も容易であり，再入学も
簡単であるという自由な大学である。一度中退し，就職して，又再入学して
卒業する学生がいるし，自由にいくつかの学校教育を受ける学生がかなりい
る。もちろん名門大学を卒業することも重要であるが，　r最終的に何大学を
卒業した1ことよりもむしろ，r何を学んだか1ということの方がより重要
であると考えられている。大学ごとに専攻を変える学生もかなりの数である。
　アメリカの大学は多くの人々に教育の機会を与えるように努力している。
特にほとんどの大学が夜間講座を開催している。ビジネス教育のかなりの比
重が夜間大学にある。多くの勤労者がビジネス教育を受けられるように，大
学側のみならず企業側も時間的に財政的に援助している。夜間の大学院に籍
を置く勤労学生は非常に多く，実務を経験しているのでより一層ビジネスに
関する知識を具体的に吸収することができる。主婦に対する教育の機会を与
えることにも積極的である。より多くの人々が大学教育を受けられるように，
地域住民が関心を抱くような多くの実践的な公開講座を開催している。しか
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も1つのキャンパスだけでなく，いくつかのキャ ンパスを使って各地域住民
が大学に通えるように配慮している。大学は日本のような限られた者だけに
よる「象牙の塔」ではない。日本でもできるだけ多くの人々が教育を受けら
れるように，多くの機会を提供していくことが必要である。単位移転の自由，
公開講座，そして夜間大学を充実させていくことがその第一歩であろう。も
ちろん入学金制度をも財政的に今後検討していかねばならない。
　　（4）固定的カリキュラム対弾力的カリキュラム
　日本の大学におけるカリキュラムは，従来の封建的・天降り的性格を有し
ており，顕しい時代の変遷にもかかわらず旧態依然のままでかなり固定的で
ある。現実社会の背景も大きく変化し，社会観・人間観・企業観・教育観等
も変わってきているのに，伝統的カリキュラムを維持しなければならない理
由はない。プラグマティズムや実証的経験主義に立脚して原理・原則を追求す
るアメリカでは，常にカリキュラムを見直すように努めている。それ故に，
カリキュラムに対する関心が非常に強く，積極的により良いものにしようと
努力してきている。特に科目間の関連を重視して，ある科目を履修するため
には，事前にどんな科目を履修していなければならないかを明確に定めてい
る4）。
　アメリカのビジネス・スクールはいくつかのデパートメント，例えば経営
管理（Administration），マーケティング（Marketing），財務（Finance），経営
科学（Management　Science），人事・インダストルアル・リレーションズ
（Personnel　and　Industrial　Re1孕tions〉，会計（Accounting），そして経済
（Economics）部門から構成されている。これらの部門に属するそれぞれの
科目が体系的に細分されている。そして各部門に共通する，ビジネス教育に
とって前提となる基礎的科目が明確に定められている。例えば，基礎数学，
統計学，管理工学，電子計算機論等である。企業の国際性が高まるに応じて，
各科目を国際的に関連させた新科目を体系的に位置づけているのも特徴であ
る。特殊なテーマや時事問題に関する臨時的な科目も積極的に導入している。
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日本の大学においても，学問に興味を持たせ，学生が自主的に研究できるよ
うに，そして無理なく体系的に各科目を履修できるように，根本的にカリキ
ュラムを検討する必要がある。
1）　アメリカでも1月だけを短期の集中講座として開催している大学がある。一科目を集
　中的に学んだり，実社会で体験的実習をしたり，海外研修を行な・）たりしている。特に
　4年間に亘って必須科目とはできないし，しかも最近のアメリカ学生も積極的が欠けて
　きているので，冬期講座の是非について問題となってきているのが現状である。
2）参考までに具体例を提案してみる。簿記論のように繰り返しの学習が重要な科目は，
　週2回位が効果的である。ケース・スタディを多く取り上げなければならない財務管理
　論，マーケティング論，経営方針・計画論等の科目は，1回の授業で長時間を必要とし，
　準備のための時間もかなり必要であるから週1回の方が望．ましい。
3）　例えば，履修者数の多い科目については，1講座だけでなく，同一科目について数講
　座を設け，時間割上の選択の範囲をも広げている。場合によっては，同一科目でもいく
　人かの違った教師が担当することによって，学生が自由に教師を選択できる可能性を残
　している。セメスター制のために，履修者数の多い基礎的科目は毎セメスターごとに設
　けられており，多くの学生が集中的に履修することを防いでいる。
4〉例えば，次のような科目とその前提履修科目がある。
　Marketing：Economics
　Production　Management＝Business　Administration　and　Mathematics
　Finance；Accounting　Principles
　ManagementAccounting：Business　Administration
　Intermediate　Accounting：Accounting　Prinヒiples
　Cost　Accounting：10hours　Accounting
　Federal　Income　Tax：Intermediate　Accounting
　Auditing：Intermediate　Accounting　and　Cost　Accounting
　Business　and　Society：Industrial　Relations　and　Economics
　Policy　Formulation　and　Administration：Industrial　Relations，Finance，Market・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ing　and　Organization　Theory
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4．ビジネス科目の教授法
　　（1）全般的教授法
　（a〉討論法
　日本の大学においては，上述の教育制度上の特質から講義法が中心である。
教師が一方的に一から十までを丁寧に講義し，学生はノートをとるのにだけ
全精力を集中し，無批判的に丸暗記にのみ堕しやすく，実になるものがあま
りない教育方法である。講義を積極的に理解できるある限られた学生だけが
伸びることができ，そしてその学生が今度は教壇に立つということを繰り返
してきた。だから，学生の理解力や吸収力はかなりばらばらとなってしまっ
ている。やはり大多数の学生を一定の水準以上に引き上げていかねばならな
いo
　アメリカの大学においては，問答会話を中心とした討論法がかなり重要な
役割を果たしている。通常，教師がテーマの概要，重要な要点，問題となる
事項等を簡単に講義する。この講義中でも，教師が一方的に進めるのではな
く，必要に応じて学生に質問する方法で授業を進めていくのである。対話形
式を取り入れていくだけでなく，教師の観察や経験を織り込んで学生の注意
を引きつける方法が用いられている。そして全般的な講義が終ると，学生が
疑問点等を質問し，最後に演習問題，ケース・スタディ，研究発表等を行な
う。討論法は比較的自由に手軽に行なえるし，それぞれの状況に適応させる
手法を学ぶことができるから，教師が一方的に講義することから生ずる問題
を多少改善しうる。
　（b）　日　　禾呈　　暑去
　アメリカの大学では，教師が最初の授業で科目の概要と全日程に亘るテー
マと宿題を記載したレジメを配布する。セメスター制であるから，約4ヵ月
間に亘る全日程が事前に明確に示される。学業成績の評点方法も事前に明瞭
に確認される。評点を構成する各項目，例えば最終試験，中間試験，クイズ，
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出席，リポート，研究発表，授業への参加度等の割合も明確に提示される。
それに，教師の大学における自由時間が知らされる。この自由時間内であれ
ば，何時でも予約なしに教師を訪問し質問することができる。予約制度が前
提であるアメリカだから，何時でも教師を尋ねることができるので大変便利
である。
　出席に関しても大変厳しく，クラスに出席するのは当然であり，無断で欠
席した場合にはペナルティを課す場合もある。クイズはかなりの回数，事前
通告なしに行なわれるので，もし欠席しても後日受けられないのが通常である。
日程が明確であるから，欠席した場合でも，次回のテーマや宿題を見逃すこ
とはないという便利さがある。出席を簡単に取れるように，最初の授業で学
生の自由選択によって座席を決める方法が採用されている。名前を覚えやす
く，学生を指名することが大変有効にできるので，座席を指定する方法は効
果的である。日本のような大教室では，この方法を採用することは無理であ
るのが本当に残念に思う。
　アメリカにおいては，毎セメスター中に1回位の数日の連休を除いて，そ
れ以外にはほとんど祝日や休講がない。休講に関しては，学生のみならず教
師も常に厳しい姿勢で臨んでいる。教師が万が一に休講する場合，たとえ学
会に出席する場合でも，代わりの教師が授業を代講するのが通常である。
日本においては，数回の休講は当然であり，毎日数教科は休講である。教師
も学生に負けずに，気軽に簡単に休講することがかなりあろう。学生も大学
に行って休講では，大学に行くことさえ面倒になるかもしれない。アメリカ
では，祝日による休みがほとんどないために，継続的に中断なく授業に集中
することができる。授業が途中で小間切れに切断されることは大変不能率で
ある。日本の学生にやる気がなくなり欠席するようになるのにも，学生だけ
に責任を負わすわけにはいかないであろう。
　（c）厳格試験法
　上述したように，アメリカでは事前通告なしに簡単なクイズを頻繁に実施
する。このタイズの範囲は，過日の授業で学んだ事柄か本日の授業で学ぶで
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あろう事柄に関してである。それ故に，学生が事前の日程に基づいて，常日
頃から復習と予習をすることが条件付けられている。本格的な試験は，セメ
スター中に最低2回，かなりの科目では毎月実施される。日本の大学では，
通年で1回か2回位しか試験が行なわれないのが不思議である。このわずかな
試験結果に基づいて評点が下されるのでは，学生の能力を充分に評価したと
はいえない。試験の回数が多いことが必ずしも良いとはいえまいが，あまり
にも少な過ぎるのはもっと悪いであろう。2ヵ月に1回位は小試験を実施し，
それまでの学習内容を総復習することは重要である。アメリカの試験の形式
は，正誤問題，選択問題等の客観テストが非常に多い。もちろん短答式や論
文式の問題もあり，とにかくそれぞれの問題数が多く，ほとんど全範囲から
出題されている。1回の試験量も試験時間中全力を上げてやっと終ることが
できる程に膨大である。時間をかけてゆっくりと解答することなどはとても
できないのには困る。この試験量は多少無理であり，落ち着いて考えられる
程の充分な時間が与えられなければならないという問題がある。しかしな
がら，日本のようにあまりにも時間が余り過ぎるような出題量も問題である。
とにかく，アメリカの試験回数や出題量であれば，学生側のみならず教師側
もかなりの重労働となる。しかも，試験後には模範解答を配布したり，試験
の内容を徹底的に理解させるための説明や質疑応答が行なわれる。これ程の試
験を実施するのであるから，採点が簡単にできることも重要な前提条件であ
る。特に容観テストは有効である，しかも広範囲に亘って出題することがで
きるから，相対的な学習進捗度合を把握することにも役立つ。
　（の　教材選択法
　アメリカの大学では，教材に関して非常に注意を払っている。毎年教材を
見直すのが当然であり，常に最新版の教科書を使用する。日本の大学のよう
に，数年問以上も同一の教科書を使用し続けることはほとんどありえない。
むしろできるだけ教科書を代えることによって，教師も学生も新鮮な気持ち
で授業に臨むことができる。ビジネスの世界は毎年顕しく変化しており，そ
れに応じて学問の世界も毎年かなり新しい原理や手法を研究開発しているの
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であるから，これらの新原理や新事実等をできるだけ早く教科書に取り入れ
て陳腐化を防がなければならない。アメリカの一般的な教科書は5年位で全
面的な改訂を行なっている。日本でも，最近法規の改正に基づいて教科書を
改訂する事例が出てきたが，まだまだ積極的に改訂していかねばならない。
たとえ経済的には多少問題があるとしても。
　（e）時事問題法
　アメリカの大学では，国際・国内政治，国際・国内経済，そして地域問題
に常日頃から非常に関心が向けられている。激動するビジネス世界に生きて
いくためには，常に世の中の出来事や動きに注目していかなければならない。
それ故に，大学においてもこれらの時事問題を授業の生きた教材としてどん
どん取り入れている。例えば，新聞，雑誌記事の切りぬきを速読させて，内
容に関する討論をしたり，簡単なリポートにまとめたりしている。驚くこと
には，ごく最近の時事問題に関連した問題がよく試験に出題される。日本の
大学においても，時事問題により一層目を向けて，積極的に授業や試験に取
り入れていく必要がある。
　アメリカの大学では，現代のような変動顕しいビジネス世界に対応する授
業を行なうためには，1人の教師が全てを教授することが難しくなってきたの
で，複数の教師による学際的な講座を設けることがある。常に協調的なチー
ムワークによって問題を解決していかねばならないと認識しているのであろ
う。日本の大学も認識したらどうか。
　（ブ）補助用具利用法
　アメリカの大学においては，授業の効果をより一層高めるために，学習補
助用具，例えばO　H　P（Overhead　Projector），フィルム，スライド，実物
模型等が頻繁に用いられている。教科書の要点を説明するのに便利なO　H　P
用フィルムが既製されており，教師が必要に応じて新たなフィルムを簡単に
作成している。学生側も，発表のための補助用具としてよくO　H　P用フィル
ムを作成し利用している。OH　P用フィルムの作成は簡単であり，聴衆者に
関心を向けさせ理解を助けるのに大変効果的である。実際のビジネスの世界
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をフィルムで映写し，このフィルムに基づいて討論したり，典型的なケース
を映写し，ケース・スタディの生きた教材として利用している。ビジネスの
知識をより現実的に教授することができ，かつ実際の現象を動的な姿で伝達
することができるから，事前事後の指導が適正であれば，フィ！レムの映写は
創造性を豊かにすることにも貢献するであろう。日本の大学においても，教
育効果を高めるために補助用具の効果的な利用法について検討する必要があ
る。
　（8）実践法
　アメリカの大学では，現実のビジネスを重視しているので，実際のビジネ
スとの係わり合いの機会を多く持つようにしている。例えば，経営者，管理
者，労働組合幹部，弁護士，会計士等が教室に来て，実際のビジネスの現状
を説明し，学生の質問に答えながら討論する。
　日本の大学生の服装は大変ラフで活動性に富んでいるが，教師は相変らず
いつも堅苦しくちゃんとした服装をして，厳粛な態度で講義を行なっている。
アメリカの教師は非常にファショナブルでかなりリラックスしたラフな服
装を身に付けている。自由な開放的な雰囲気を作り上げ，率直に思う存分に
話し合えるように考えており，形式的な事に拘らずに合理性を追求している。
服装を替えただけでは実践的教育を導入したことにはならないが，教室の環
境やムードを改善するように何らかの試みが必要である。
　（ん）　言平　価　　セ去
　アメリカの大学において，教師が学生を評価するのは当然であるが，大学
側のみならず学生も教師の資質，教養，職責を評価する機会が与えられてい
る。各セメスターの終り頃に，「科目評価」（Course　Evaluation）が学生に
配布される。この科目評価で，科目の達成程度，教授法，教師の資質・教養，
全般的なコメント等が評価記入される。学生の名前が記載されないし，しか
も教師の学生に対する最終的評点が下された後に担当教師に報告されるので・
学生の率直な評価が行なえる可能性がある。科目評価調査の収集，管理には，
担当教師が関与することはない。この評価結果は今後の科目改善に役立られ，
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同時に担当教師の業績評価の資料としても利用される。だからではないが，
教師が積極的に自己改善していかねばならない。このような考え方を日本の
大学においても導入したらどうであろうか。教師は，研究者として研究活動
を重視するのは当然であり，同時に教育者として教育活動をも重視していか
ねばならない。とかく研究か教育の一方に片寄りがちであり，自分自身の要
求を満たすことだけに満足している教師がかなり多いようである。日本の教
師も，研究者として学界や社会に大いに貢献しながら，しかも立派な教育者
として大いに教育効果の改善に努めなければならない。
　（2）ケース・スタディ法
　アメリカの大学のビジネス教育の最大の特徴は，ケース・スタディ法であ
る。実際の又は架空の事例を教材として取り上げ，そこでの問題点を発見し，
分析し，問題解決案を立案し，そして最終的な意思決定過程を質疑応答形式
によって学ぶのである。事例の紹介説明はかなりの頁に渡っており，多くの
関連資料や重要な会話が与えられる。このような状況下において，いかに合
理的な意思決定を行なっていくかが重要な実践的経験となる。与えられた資
料だけでは充分でないので，図書館に行き他の多くの資料を参考にしなけれ
ばならない1）。これらの資料が，自分達の立案した解決案の妥当性を客観的に
立証するのに大変有益である。多くの場合，グループ活動が中心であり，グ
ループ内で事前に充分な分析，検討，意見調整がなされ，発表形式はロール
・プレー法で行なわれる。例えば，発表者側が経営者の立場から発表し，他の
学生は客観的な第三者の立場からこの立案に異議や説明を求める。場合によ
っては，競争会社，株主，労働組合，調停員，コンサルタント，消費者，政
府等の立場から激論が交わされる。まさに実践的な戦いそのものである。自
分達の意見や主張が完全に誤りであると納得するまで，絶対に意見を退かな
い。最終的には，結論を全学生の多数決によって決める場合もあるし，結論
を出さずに終わる場合もある。とにかく自分達の主張を相手に納得させる
ために，高度の発表テクニックが要求され，時には感情的な激論が戦わされ
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る。
　事例が実際に生じた場合であれば，より一層学生の興味や関心が高まるよ
うである。実際の会社名を使用することも多い。これはアメリカ企業の開放
性から，自からが失敗した事例であっても喜んで教材として提供する。実際
の企業の意思決定やその結果がすでに判明している場合にはなおさら参考と
なる。日本の企業は，成功した事例でさえ，自社においてだけその利益を満
喫しようと考え，とても積極的に外部に公表しようとはしない。それだから
こそ，何もわからない人材を企業内で訓練し，長時間をかけて当該企業に向
くように育成する。これに対して，アメリカでは入社してすぐに実践に役立
つ人材が必要なのである。
　ケース・スタディの事前の準備には，講義のための予習に要する時間の何
倍も必要であり，広範囲の知識が要求されるから，学生にとって大変興昧深
いが同時に大変な労力を要する。
　アメリカにおいて，最近ケース・スタディ法に対して厳しい批判がなされ
ている。あまりにもマンネリ化してきたし，自分達が本当に思っていること
よりも，どちらかというと皆が支持するであろう提案をするような傾向が出
てきた。あまりにも小手先の細かい点にばかり焦点を当て過ぎたり，内容よ
りも相手を納得させるような話し方に注意を払い過ぎたり，とても興味が涌
きそうに思えない事例もある。そこで，いくつかの大学においては，統計学
等の数理的手法を用いた実証的な研究に重点を移してきている。これらは，
ケース・スタディー辺倒なビジネス教育への率直な反省である。
　日本においても，ケース・スタディ法の必要性は感じられるが，どのよう
に事例を作り上げていくか，企業側がどの程度協力するかという疑問が残っ
ている。経営方針・計画論，財務管理論，マーケティング論，管理会計論，
労務管理論等のようなより実践的な科目においては特にケース・スタディ法
は重要である。簡単に短い事例を架空に作り上げてもよいが，総合的な長い
事例の方がより具体的な複雑な状況に触れることができる。日本的なケース
・スタディ法に関する研究や実際に事例を用いながら経験的に日本的な方法
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を創造していくことが今後の課題である。そして，ケース・スタディ法をい
かに効果的に教授していくべきかも重要な間題である。
　注
1）アメリカの図書館は大変便利ですばらしい。利用時間が長く，ほとんど年中無休であり，
　もちろん蔵書数も日本の図書館とは比べものにならない。各種の設備が整っており，優
　秀な職員の協力的なサービスは羨ましい限りである。図書館に全く依存せずに一科目でも
履修できることは考えられず，参考書や資料を求めて図書館を利用するのは当然である。
勉強は図書館だけでやるものと思っているアメリカ学生がかなりいる。
5．結びに代えて
　　アメリカの大学におけるビジネス教育は，日本の教育と比べて上述のよ
うにかなりの特質を有している。確かに学ぶべき多くの長所を認識している
が，日本のほとんどの大学では，今までの伝統的な教育制度を維持していこ
うとしている。旧来の学間絶対主義を守り，急激な改革を避けようとしてい
る。新しいビジネス教授法を積極的に試みるべきであると考えている教師も
かなりいるであろうが，実行になかなか移せないでいる。日本企業がいよい
よ世界経済の注目の的となり，益々厳しい環境下に置かれている現在，伝統
的な大学のビジネス教育法を改善しなければ，日本人がいくら勤勉に努力し
ても，もはや日本経済のこれまでの経済成長率を維持し続けることは難しいであ
ろう。各種の積極的な試みを実施して，より望ましいビジネス教育像を追求
していくことが，全教育関係者の使命である。このような試みの中からきっ
と何かすばらしいものが得られよう。
　教育に関連する多くの難問を解決するためには，「教育に対する普遍的愛情」
が絶対不可欠である。教育への究極的な深い愛情から出発して，この力強い
愛情故に困難な改革を実行しえる。大学でのビジネス教育が，実際にはほと
んど何の役にも立たない死んだ学間であってはならない。そのためには，単
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にアメリカ式の実践教育だけを導入すべきであると主張しているのではなく，
創意創造力の豊かなすぐれたビジネスマンを育成するには，日本的な実践的
教育が絶対に必要条件であると考えている。アメリカの教育方法の中には多
くの有意義なアイディアが含まれているから，このアイディアをいかに日本
という風土に効果的に適用させていくべきかを検討して，日本企業の発展に
貢献しうるビジネス教育を模索していかねばならない。この事は容易ではな
いが，とにかく試行錯誤で実践的教育を実施するしかない。教育を本当に愛
するならば………。
　以上での多くの指摘・提案事項は必ずしも充分に実証されていないから，客
観性に乏しいかもしれない。将来はこのような実態を実証的に分析し，そし
て日本的な実践的ビジネス教育はどうあるべきかを具体的に解明していくこ
とが重要な課題である。
一一参考資料一
「科目評価」の様式を以下に例示する。
科目評価　　一一白鴎女子短期大学経営科一
　学期＝19　　年　　　期
　科目名：
　教師名：
　※この科目評価は現在の教育実情を把握し，今後の教育方法をより適切に発展させ
　ていくために行なわれるものですから，皆さんの忌たんのない率直な意見を表明して
　下さい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大変　　　　　　　　　大変1科目に関する評価　　　　　　　　　　　　　　　悪い　悪い　普通　良い　良い
L目的が明確だったか　　　　　　　　　　　　　　　　1　　2　　3　　4　　5
2，自分の要求に合致したか　　　　　　　　　　　　1　　2　　3　　4　　5
　　　　　　　　　　　　　－155一
翫、範囲は適切だったカ
4．教科書は適切だったか
5．クラス活動は適切だったか
6．難し過ぎなかったか
7．宿題，リポートは適切だったか
8．自主的に参加できたか
9．自分の評点として何を期待しているか
10．総体的満足度は
H教師に関する評価
1．わかりやすく説明したか
2．授業の進め方は適切だったか
3．親切に指導したか
4．質問の対処は適切だったか
5．事前の準備は適切だったか
6．専門知識は
7．一般教養は
8．人間的に信頼できるか
9．積極的に努力したと思うか
10．総合的評価は
??????????????????? ?? ?
皿良かった点
IV改善を必要とする点
V総合的な批評，意見，提案，感想
※皆さんのご協力を感謝いたします。
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　一一参考文献一一一
　　菅野芳彦著『学校教育の理論』協同出版，1969
　　鈴木一郎著「企業における会計教育のあり方」　『会計ジャーナル』1979年11月号
　　世界平和教授アカデミー編著『情報化時代の新しい教育』教育出版センター，1980
　　直井繁著「簿記学習指導の導入法」　『経営経理研究』拓殖大学経理研究所，1980年
　　3月号
　　白鴎女子短期大学『学生便覧』昭和55年度
　　花井喜六著rアメリカ大学事情』東京新聞出版局，1978
　　番場嘉一郎著「大学における会計教育のあり方」　『会計ジャーナル』1979年11月号
　　細谷俊夫著『教育方法』第3版，岩波書店，1980
　　Dr皿y　College（Spring蚕ie量d　Missouri，USA．），The　Drury　Cata監og，1978－80
　　SaintLouis　University（SaihtLouis，Missouri，USA．），SaintLouis
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1980年9月1日）
（1）
（2》
（3）
（4）
（5）
（6）
（7）
（8）
（91
（10）
（こんの　つよし　経営科　専任講師，簿記原理，会計学）
一157一
受贈文献資料目録
　白鴎女子短期大学におきましては，様々の研究機関から多数の貴重な文献
資料をお送りいただいております。
　ここに，その受贈文献目録を作成して，寄贈者各位に深謝の意を表します
とともに，今後ともよろしくご協力下さいますよう重ねてお願い申し上げま
す。
　　　　　　　　　　　　　55年11月現在
　　　　機　　関　　紙　　名
研究集録
青山学院女子短期大学紀要
青山経営論集
青山経済論集
青山学院大学大学院青山社会科学紀要
愛知県立大学児童教育学科論集
研究所報
論　　　叢
研究報告（人文科学）
　〃　　　（教育科学）
〃（芸術・保健体育・家政・技術科学）
研究紀要
研究報告
堺女子短期大学紀要
明の星女子短期大学紀要
千葉経済短期大学初等教育科紀要
商経論集
中京大学中小企業研究
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　　　発　　行　　所
足利工業大学
青山学院女子短期大学
青山学院大学経営学会
　　〃　　　経済学会
　　〃　　　大学院
愛知県立大学児童教育学科
秋田大学教育学部教育研究所
秋田経済大学
　〃　　短期大学
愛知教育大学
　　〃
　　〃
足利短期大学
千葉大学教養部
堺女子短期大学愛泉学会
明の星女子短期大学
千葉経済短期大学初等教育科
　　〃　　　　商　経　科
中京大学商学部
　付属中小企業研究所
千葉明徳短期大学
福島女子短期大学
富士短期大学学術研究会
学習院女子短期大学
東大阪短期大学
群馬大学教育学部
　　〃
　　〃
群馬女子短期大学
江南女子短期大学
宝仙学園短期大学
茨城大学教育学部教育研究所
　　〃　教育学部
茨城女子短期大学
茨城キリスト教短期大学
いわき短期大学商経学会
十文字学園女子短期大学
上智短期大学
女子聖学院短期大学
実践女子大学
　　〃　短期大学
実践女子大学
上武大学学会
城西大学
共立女子短期大学
　　〃
京都教育大学教育研究所
国際商科大学
京都外国語大学
紀　　　要
研究紀要
富士論叢
学習院女子短期大学紀要
東大阪短期大学研究紀要
群馬大学教育学部紀要（自然科学編）
　　〃　　　　　　（芸術・技術編）
　　〃　　　　（人文・社会科学編）
群馬女子短期大学紀要
紀　　　要
宝仙学園短期大学紀要
教育研究所紀要
茨城大学教育学部紀要（教育科学）
茨城女子短期大学紀要
茨城キリスト教短期大学研究紀要
いわき論集
十文字学園女子短期大学研究紀要
上智短期大学紀要
女子聖学院短期大学紀要
実践女子短期大学文学部紀要
実践女子大学家政学部紀要
上武大学論集
城西大学教養関係紀要
紀　 要（文科）
　　〃　　（家政科）
所　　　報
国際商科大学論叢
研究論叢
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京都外国語大学
駒沢大学大学院
　経営学研究科院生会
金蘭短期大学
関東短期大学
桐丘短期大学
神戸常盤短期大学
川村短期大学
　　〃
国学院大学栃木短期大学
金城短期大学
鹿児島女子大学
武蔵野女子大学
　短期大学部幼児教育科
水戸短期大学商経学会
高知女子大学保育短期大学部
鹿児島純心女子短期大学
明和女子短期大学
松商学園短期大学
ノートルダム女子大学
日本キリスト教短期大学
名古屋短期大学
名古屋市立保育短期大学
日本福祉大学
日本社会事業大学
新潟大学教育学部
浪速短期大学学術研究会
小山工業高等専門学校
お茶の水女子大学文教育学部
　附属中学校教育研究会
大阪大学言語文化部
C　O　S　M　I　C　A
駒沢大学大学院経営学研究
金蘭短期大学研究誌
関東短期大学紀要
桐丘短期大学紀要
神戸常盤短期大学紀要
川村短期大学紀要
人文科学研究紀要
国学院大学栃木短期大学紀要
金城紀要
研究紀要
幼児教育研究集録
水戸論叢
高知女子大学保育短期大学部紀要
研究紀要
明和女子短期大学紀要
松商短大論叢
ノートルダム女子大学研究紀要
紀　　　要
名古屋短期大学研究紀要
研究紀要・研究所報
研究紀要
日本社会事業大学研究紀要
新潟大学教育学部紀要
浪速短期大学紀要
小山工業高等専門学校研究紀要
研究紀要
言語文化研究
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大阪薫英女子短期大学
大阪千代田短期大学
岡崎女子短期大学
就実女子大学
　岡山就実短期大学
大阪体育大学
岡山女子短期大学
P　L学園女子短期大学
立教女学院短期大学
作新学院女子短期大学
　　　　　　　紀要委員会松墜子鵜慧学術研究所
　　〃
頒栄短期大学
佐賀女子短期大学
清和女子短期大学
洗足学園大学
　　〃　短期大学
酒田短期大学
創価大学教育学会
　　〃　アジァ研究所
生活学園短期大学
修紅短期大学
淑徳短期大学
杉野女子大学
　　〃　　　短期大学部
椙山女学園大学
佐賀大学教育学部
札幌大谷短期大学
埼玉大学教育学部
東洋英和女学院短期大学
東海大学出版会
大阪薫英女子短期大学紀要
大阪千代田短期大学紀要
研究報告
就実論叢
大阪体育大学紀要
紀　　　要
P　L学園女子短期大学紀要
紀　　　要
作新学院女子短期大学紀要
研究紀要
Shoin　Literary　Review
頒栄短期大学研究紀要
研究紀要
清和女子短期大学紀要
洗足論叢
酒田短期大学研究紀要
教育学部論集
創大アジァ研究
生活学園短期大学紀要
修紅短期大学紀要
淑徳短期大学研究紀要
杉野女子大学紀要
椙山女学園大学研究論集
研究論文集
保育研究
埼玉大学紀要（教育科学）
研究紀要
東海大学短期大学紀要
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東海学園女子短期大学
東横学園女子短期大学
東京女子大学
東京女子体育大学
　　　女子体育研究所
東京家政大学
　　〃
東京学芸大学
　　〃
　　〃
東京女学館短期大学
東京立正女子短期大学
鶴川女子短期大学
　　〃
　　〃
鶴見大学
筑波大学教育学系
　　〃　現代語現代文化学系
高山短期大学
高崎経済大学学会
戸板学園出版局
戸板女子短大英米文学研究会
常磐学園短期大学
トキワ松学園女子短期大学
土浦短期大学
上田女子短期大学
上田女子短期大学
　児童文化研究所
宇都宮大学教養部
　　〃　　教育学部
東海学園女子短期大学紀要
東海学園女子短期大学紀要
東京女子大学紀要論集
藤村学園東京女子体育大学紀要
東京家政大学研究紀要（自然科学）
　　r〃　　　　（人文・社会科学）
東京学芸大学紀要（第1部門教育科学）
　　〃　　　　　（第2部門人文科学〉
　　〃　　　　　（第3部門社会科学）
東京女学館短期大学紀要
東京立正女子短期大学紀要
研究紀要
新しい幼稚園経営
幼稚園と保育園の新しい経営展開
鶴見大学紀要
筑波大学教育学系論集
言語文化論集
研究紀要
高崎経済大学論集
戸板女子短期大学研究年報
英米文学
常磐学園短期大学研究紀要
研究紀要
土浦短期大学紀要
紀　　　要
所　　　報
宇都宮大学教養部研究報告
宇都宮大学教育学部紀要
（162）
早稲田大学産業経営研究所
　　〃　　大学院商学研究科
早稲田商学同攻会
和歌山大学教育学部
山形女子短期大学研修委員会
大和学園女子短期大学
和洋女子大学
山梨学院大学一般教育研究会
山形大学
　　〃
産業経営
商学研究科紀要
早稲田商学同攻会早稲田商学
和歌山大学教育学部紀要（教育科学）
山形女子短期大学紀要
大和学園女子短期大学紀要
大学紀要
山梨学院大学一般教育論集
山形大学紀要（教育科学）
一般教育論集
（163）
